
＜みずほ銀行＞
　　　　　　平成25年9月末

【単体】　　（単位：百万円）

公表中間貸借対照表

金額

16,597,464                
403,267                    
1,327,936                  
1,102,640                  
508,266                    
5,779,965                  6-a
2,836                        

44,449,583                
64,708,374                6-c
1,287,970                  
4,160,207                  6-d
3,528,109                  
814,449                    
300,397                    2
90,164                      

5,252,233                  
△ 536,748                
△ 1,233                   

149,775,888               

84,423,029                
13,261,670                
4,216,880                  
7,509,503                  
2,979,685                  
2,999,956                  6-f
10,204,425                
323,080                    
25,000                      

4,061,782                  7-b
4,305,211                  6-g
3,950,414                  
13,891                      
346                          
652                          

15,532                      
47,588                      
81,455                      4-c

5,252,233                  
143,672,340               

1,404,065                  1-a
2,286,795                  1-b
1,654,394                  
5,345,255                  
596,082                    
20,748                      
141,461                    
758,292                    
6,103,548                  

149,775,888               

（注1）

（注2）

（単位：百万円）

有 価 証 券 44,384,778                6-b
そ の 他 資 産 3,528,144                  3, 6-e
繰 延 税 金 資 産 93,554                      4-a
借 用 金 8,710,014                  7-a
利 益 剰 余 金 1,656,125                  1-c
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 14,604                      5
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 750,934                    3

繰 延 税 金 資 産

金 融 派 生 商 品

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

「自己資本の構成に関する
開示事項」国際様式番号

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

借用金には劣後借入金1,494,410百万円を含んでおり、これについては、自己資本の構成に関する開示事項では、「適格旧Tier1 資本調達手段の
額のうちその他Tier1 資本に係る基礎項目の額に含まれる額」に算入されております。

単体自己資本比率に関して、平成十八年金融庁告示第十九号第十五条に基づき、特別目的会社等を含む連結財務諸表に基づき算出しており、そ
の算出にあたり、以下の貸借対照表科目については、連結財務諸表に基づく金額を用いております。

土 地 再 評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

負 債 の 部 合 計
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 合 計
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債
支 払 承 諾

そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
貸 出 金 売 却 損 失 引 当 金
偶 発 損 失 引 当 金

外 国 為 替
短 期 社 債
社 債

債 権 払 戻 損 失 引 当 金

売 現 先 勘 定
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金
特 定 取 引 負 債
借 用 金

（負 債 の 部）
預 金
譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー

支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金
資 産 の 部 合 計

そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
金 融 派 生 商 品

買 現 先 勘 定
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金
買 入 金 銭 債 権
特 定 取 引 資 産

科　　　　　目

「自己資本の構成に関する開示事項についての説明」

貸借対照表科目名

「自己資本の構成に関する
開示事項」国際様式番号

付表参照番号

付表参照番号
連結財務諸表に基づく

金額

現 金 預 け 金
（資 産 の 部）

コ ー ル ロ ー ン
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１．株主資本
（１）中間貸借対照表 （単位：百万円）

金額 備考 参照番号

資本金 1,404,065 適格旧Tier1資本調達手段を含む 1-a
資本剰余金 2,286,795 適格旧Tier1資本調達手段を含む 1-b
利益剰余金 1,656,125 1-c
株主資本合計 5,346,986 

（２）自己資本の構成

金額 備考
国際様式の
該当番号

普通株式等Tier1資本に係る額 5,346,980 普通株式に係る株主資本（社外流出予定額調整前）
うち、資本金及び資本剰余金の額 3,690,856 1a
うち、利益剰余金の額 1,656,123 2
うち、自己株式の額（△） -                     1c
うち、上記以外に該当するものの額 -                     

その他Tier1資本調達手段に係る額 -                     
実質破綻時損失吸収条項のある優先株式に係る株
主資本

31a

２．無形固定資産
（１）中間貸借対照表

金額 備考 参照番号

無形固定資産 300,397 2

上記に係る税効果 △ 106,791 

（２）自己資本の構成

金額 備考
国際様式の
該当番号

無形固定資産　のれんに係るもの -                     8

無形固定資産　その他の無形固定資産 193,606 
のれん、モーゲージ・サービシング・ライツ以外（ソフト
ウェア等）

9

無形固定資産　モーゲージ・サービシング・ライツ -                     
特定項目に係る十パーセント基準超過額 -                     20
特定項目に係る十五パーセント基準超過額 -                     24
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係る
ものに限る。）に係る調整項目不算入額

-                     74

３．前払年金費用
（１）中間貸借対照表

金額 備考 参照番号

その他資産 3,528,144 3
うち、前払年金費用 365,267 

上記に係る税効果 △ 129,852 

（２）自己資本の構成

金額 備考
国際様式の
該当番号

前払年金費用の額 235,414 15

４．繰延税金資産
（１）中間貸借対照表

金額 備考 参照番号

繰延税金資産 93,554              4-a
繰延税金負債 -                     
再評価に係る繰延税金負債 81,455 4-c

無形固定資産の税効果勘案分 106,791 
前払年金費用の税効果勘案分 129,852 

（２）自己資本の構成

金額 備考
国際様式の
該当番号

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。） -                     
資産負債相殺処理等のため、中間貸借対照表計上
額とは一致せず

10

一時差異に係る繰延税金資産 248,742            
資産負債相殺処理等のため、中間貸借対照表計上
額とは一致せず

特定項目に係る十パーセント基準超過額 -                     21
特定項目に係る十五パーセント基準超過額 -                     25
繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係る調
整項目不算入額

248,742            75

自己資本の構成に関する開示事項

中間貸借対照表科目

自己資本の構成に関する開示事項

（付表）

自己資本の構成に関する開示事項

中間貸借対照表科目

自己資本の構成に関する開示事項

中間貸借対照表科目

中間貸借対照表科目
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５．繰延ヘッジ損益
（１）中間貸借対照表

金額 備考 参照番号

繰延ヘッジ損益 14,604 5

（２）自己資本の構成

金額 備考
国際様式の
該当番号

繰延ヘッジ損益の額 14,604 11

６．金融機関向け出資等の対象科目
（１）中間貸借対照表

金額 備考 参照番号

特定取引資産 5,779,965 商品有価証券、特定取引金融派生商品等を含む 6-a
有価証券 44,384,778 6-b
貸出金 64,708,374 劣後ローン等を含む 6-c
金融派生商品 4,160,207 6-d
その他資産 3,528,144 出資金等を含む 6-e
特定取引負債 2,999,956 特定取引金融派生商品等を含む 6-f
金融派生商品 4,305,211 6-g

（２）自己資本の構成

金額 備考
国際様式の
該当番号

自己保有資本調達手段の額 -                     
普通株式等Tier1相当額 -                     16
その他Tier1相当額 -                     37
Tier2相当額 -                     52

意図的に保有している他の金融機関等の資本調達手段の額 -                     
普通株式等Tier1相当額 -                     17
その他Tier1相当額 -                     38
Tier2相当額 -                     53

少数出資金融機関等の資本調達手段の額 757,689 
普通株式等Tier1相当額 95,172 18
その他Tier1相当額 393 39
Tier2相当額 104,767 54
少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整
項目不算入額

557,356 72

その他金融機関等（10%超出資） 558,620 
特定項目に係る十パーセント基準超過額 -                     19
特定項目に係る十五パーセント基準超過額 -                     23
その他Tier1相当額 158,414 40
Tier2相当額 256,500            55
その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普
通株式に係る調整項目不算入額

143,706 73

７．その他資本調達
（１）中間貸借対照表

金額 備考 参照番号

借用金 8,710,014 7-a
社債 4,061,782 7-b
合計 12,771,797 

（２）自己資本の構成

金額 備考
国際様式の
該当番号

特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達手段の額 -                     30-31ab-32
その他Tier1 資本調達手段に係る負債の額 -                     32
特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の額 -                     46
Tier2 資本調達手段に係る負債の額 -                     46

（注）

自己資本の構成に関する開示事項

中間貸借対照表科目

中間貸借対照表科目

本表の自己資本の構成に関する開示事項の金額は、経過措置勘案前の数値を記載しているため、自己資本に算入されている金額に加え、「自己
資本の構成に関する開示事項」における「経過措置による不算入額」の金額が含まれています。 また、経過措置により自己資本に算入されている
項目については本表には含んでおりません。

自己資本の構成に関する開示事項

中間貸借対照表科目

自己資本の構成に関する開示事項
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